
県が県全体の納付金算定基礎額（納付金必要額）を算定
・県全体の保険給付費等から県への公費（国庫負担金等）を除算し、納付金算定基礎額を算定

市町村ごとの納付金額を算定
（１）①応能部分：市町村の所得水準の反映

所得が高い市町村には、多くの納付金額を割り当てる（支払う能力が大きい）

②応益部分：市町村の被保険者数と世帯数の割合の反映
被保険者数等が多い市町村には、多くの納付金額を割り当てる（支払う人数が多い）

（２）市町村の年齢調整後医療費水準の一部反映（医療分のみ）
医療費が高い市町村には、多くの納付金額を割り当てる（費用が多くかかっている）
医療費水準の反映度は75％とする

（３）応能部分・応益部分と医療費水準に応じて按分

２

公 費
（国庫負担金、県法定繰入金、前期高齢者交付金等）

納付金算定基礎額

国保事業費納付金及び標準保険税率の算定方法について（１）

納付金算定基礎額を各市町村の医療費水準、所得水準等に基づき按分して負担を求める

＜応能部分＞
所得水準に応じた按分 約４１％

0.70/(1+0.70)≒41%

＜応益部分＞
被保険者数等に応じた按分 約５９％

1/(1+0.70)≒59%

所得水準に応じた按分 被保険者数等に応じた按分

年齢調整
後医療費
水準を反映
（75％）

◎市町村ごとの納付金シェアの求め方（下図の面積） ※全国を１とした場合の大分県の所得水準＝0.70

制度改革後制度改革前

各市町村が保険税率を算定
・各市町村は医療費等の推計をもとに、保険
給付費等を算定
・算定した保険給付費等から公費（国庫負担
金等）を差し引いた保険税必要額に基づき
保険税率を算定

公費 保険税必要額

１

保険給付費等（県全体）

保険給付費等（市町村）

参考資料



国保事業費納付金の算定

納付金算定基礎額

公 費

納付金を
市町村に
按分
医療費水準、
所得や被保険
者数の割合に
応じて按分

Ｂ市
納付金

Ｃ町
納付金

①県全体保険給付費等の推計

国⇒国庫負担金等
県⇒法定繰入金（１号分）等
社会保険診療報酬支払基金
⇒前期高齢者交付金等

・年齢調整後医療費水準：
高齢者の多い地域へ配
慮

・所得水準＋被保険者数：
所得や被保険者数の多
い市町村は多く負担

Ａ市
納付金

年齢調整後
医療費水準
（75％）

所得水準＋被保険者数等

市町村間の
公平な負担

標準保険税率の算定

③保険税必要額・標準保険税率の算定

Ａ市
保険税
必要額

保健事業等
市町村
独自経費

納付金

公 費

保険税収納率
で割戻

A市
標準
保険税率

②市町村ごとの納付金額の決定

Ａ市納付金＝県全体の納付金×
（Ａ市医療費水準×Ａ市所得と被保険者数等割合）

激変緩和
を実施
制度改革により
一人あたり保険
税額が増加しな
いよう県全体で
調整

国⇒特別調整交付金等
県⇒法定繰入金（2号分）等
市町村⇒財政安定化支援

事業繰入金等

国保事業費納付金及び標準保険税率の算定方法について（２）

※県に入ってくるもの

※市町村に入ってくるもの

（県全体の保険給付費）


